
計画の目的 :公共施設等の⽼朽化や市⺠ニーズの変化に対応しながら、真に必要な市⺠サービスを提供し続けることができるよう、本市の公共施設マネジメントを分野横断的に推進していくための基本理念や取組み⽅針、基本原則等を定めたもの
計画期間 ：平成29年度（2017年度）から平成72年度（2060年度）の44年間
対象施設 ：本市が所有及び管理する公共施設等（公共建築物及びインフラ施設）の全て

⽷島市公共施設等総合管理計画概要（平成29年２⽉策定）

１ 糸島市を取り巻く社会状況

（１）人口について
本市の公共建築物は、347施設、総延床面積約69万㎡で、⾼度経済成⻑期（昭和40〜50年代）に建てたものが多い傾向にあります。

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
社人研推計 77,610 88,691 95,040 97,974 98,435 97,664 95,982 93,615 90,700 87,254 83,308 79,021 74,659 70,275 65,886

将来展望①（出生率：希望出生率達成） 77,610 88,691 95,040 97,974 98,435 97,534 101,567 102,591 102,298 101,081 99,130 96,740 94,151 91,422 88,543

将来展望②（出生率：現状維持） 77,610 88,691 95,040 97,974 98,435 97,453 100,777 101,004 99,734 97,320 93,951 90,166 86,195 82,059 77,717
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（１）人口について
⻑期的な将来⼈⼝推計では⼈⼝は減少に転じ、あわせて少⼦化・⾼齢化が進展するなど⼈⼝構成の変化に伴い、税収の減少や
施設に対するニーズの変化が⾒込まれる。 また、将来の⽣産年齢⼈⼝の世代（15歳から64歳）への負担の増大が懸念される。

図表 ⽷島市⼈⼝ビジョンにおける将来展望と国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所推計による⽣産年齢⼈⼝の世代の負担増

（２）財政について
今後、⼈⼝減少等に伴い税収が減少すると、柔軟な財政運営が困難となり、公共建築物や道路・橋などのインフラ施設の新設・
更新・維持補修に充てる「投資的経費」の確保が厳しい⾒通しとなる。

図表 ⽷島市中期財政の⾒通し（平成28年度〜平成32年度⼀般会計）

１ 糸島市を取り巻く社会状況
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公 共施 設等

（１）市民文化・社会教育施設

［校区公民館、図書館、文化会館等］

（２）スポーツ施設

［体育館、野球場、運動広場等］

（３）産業・観光施設

［応援プラザ、ファームパーク、白糸

の滝、観光地公衆便所等］

（４）学校教育施設

［小学校、中学校］

（５）保健福祉施設

［あごら、急患センター、はつらつ館、

放課後児童クラブ等］

（６）行政施設

［市役所、交流プラザ、教育センター、

消防本部、クリーンセンター等］

（７）市営住宅

（８）その他

［納骨堂、農業用関連施設］

（１）都市基盤施設

［市道・橋りょう、農道、林道、排水

機場、ため池、都市公園、公園

公衆便所、 駅自由通路等］

（２）漁港

（３）上水道施設

［配水管、水源池、浄水場等］

（４）下水道施設

［公共下水道、下水処理施設等］

インフラ施設公共建築物

【 公共施設等の量 (平成28年4月1日時点）】
・公共建築物 265施設 約29万㎡
・主なインフラ施設 市道 約92.5万ｍ 、 橋りょう 約760橋

上水道 約62.3万ｍ 、 下水道 約38.6万ｍ
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図表 公共建築物の年度別整備状況

（３）公共施設等について
本市の公共施設等は昭和50年代から平成17年度にかけて、⼈⼝増や都市化の進展等に伴い整備が進んできた。公共建築物延床
面積は約29万㎡で、人口１人あたりでは約2.98㎡（H24年度総務省公共施設状況調査）となっている。全国平均の約3.42㎡
（Ｈ23年度東洋⼤学調べ。981市区町村平均値）よりも少なくなっているが、合併をしておらず⼈⼝が同程度の⾃治体平均2.60㎡
と⽐較すると多い状況であり、今後の⼈⼝減少社会を⾒通すと、施設の最適配置を検討する必要がある。



（１）公共建築物に係る費用推計
維持し続けるために必要な費用は、今
後44年間で１年あたり約48.1億円
（右図の推計更新費⽤32.3億円と実
績から算出した維持管理費⽤15.8億
円の合計）と推計され、直近５年間の
1年平均約36.3億円（同20.5億円
と同15.8億円の合計）と比較すると、
今後44年間において1年あたり11.8億
円が不⾜し、75％の量しか維持し続け
ることができない計算となる。

（２）インフラ施設に係る更新費⽤推計
インフラ施設について、今後44年間の１年あたりの更新費⽤は約47.2億円と推計され、直近５年間の1年平均は約30.2億円
であり、今後44年間において更新費⽤が1年あたり17.0億円不⾜し、64％の量しか維持し続けることができない計算となる。

３ 具体的な目標
公共施設等を適正に維持管理しながら「次世代に継承する」ために最も重要なことは、真に必要な費⽤を確保し、⼈⼝の推移や
市⺠の年齢構成等の社会情勢に合わせ、施設を魅⼒あるものにしていくことである。それを実現するための⽬標を設定する。

【費用】

■現状 ●現状維持のまま ○目標達成

【面積】
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4 本計画による取組

（１）基本理念

（２）取組方針
①魅⼒向上・安全確保：質の確保
②コンパクト化：量の削減
③効率運営：コストの削減

（３）基本原則
・公共建築物 ①量を減らす（総量削減） ②組み合わせる（複合化）
・インフラ施設 ①⻑く使う（⻑寿命化） ②費用を抑える（費用抑制）

5 計画の推進２ 公共施設等の維持・更新に係る費⽤の⾒込み（推計）

（１）庁内の体制
市⺠サービスの選択や優先順位付けなどの経営の視点を持ち、市全体の最適化を⽬指すため、施設ごとの管理から脱却し、市全体
を横断的に取りまとめることができる体制づくりを進める。

（２）議会及び市⺠との情報共有とアクションプランの作成
平成30年度を⽬途に、個別施設の具体的な⽅針を記載したアクションプラン（⾏動計画）を作成し、将来的な実効性を確保して
いく。そのために、今後、議会及び市⺠との情報共有を進め、市⺠意思を適切に反映する取組として、市⺠説明会やアンケート、イン
ターネットを活⽤した意⾒聴取、地域ごとのワークショップなど、特に若い年代も参画しやすい⽅法を検討する。

【目標】
▶公共建築物
① 費用推計により、既存の公共建築物の75％しか維持し
続けることができない。（合わせて維持管理費⽤4億円を
削減し、更新費⽤にあてたうえでの数値）
② 人口の将来展望と過去の施設整備状況から、現在の
延床面積の71％〜79％で一定の都市機能が維持できる。
以上のことから、今後44年間で、およそ25％の延床面積を削減した施設

保有量を⽬標に最適化の取組みを進める。
▶インフラ施設
市⺠の⽣活を⽀えるライフライン等としての側⾯を有することからも、適正に管

理し続けることが重要で、維持管理費⽤の削減により持続可能なものにしてい
く必要がある。
そのため、包括委託による維持管理費⽤の削減等、ＰＰＰ/ＰＦＩをはじ

めとする⺠間活⼒の活⽤推進や、予防保全等での改修更新費⽤の削減ととも
に徹底した効率化によるライフサイクルコストの削減について、個別計画と連動
しながら取組を進める。

→

豊かな⽷島⽣活を次世代に継承するための公共施設マネジメント〜未来の⽷島へ向けた質・量・コストの最適化〜

【参考】 公共施設マネジメント推進の⼿法の⼀例

①集約化
同じような種類の複数の公共施設を集めて、統合する
ことで、効率的な運営を可能とし、規模を小さくするととも
に、機能の充実を図ることができる。

②複合化
異なる種類の複数の公共施設を集めて、統合する
ことで、規模を小さくしながら、様々な分野、世代の市
⺠が利⽤できる施設にすることができる。

③⻑寿命化
既存の公共施設の改修等により、施設の耐久性を⾼めたり、機能の⽔準を上げることで、⻑く使えるようにすることができる。

文化施設 文化施設 文化施設

公民館 小学校 複合施設（公民館・小学校）

図表 公共建築物の更新費⽤の推計（平成29年度〜平成72年度）

公共施設等

総合管理計

画の策定

第 １次

ｱｸｼｮﾝ

ﾌﾟﾗﾝ

策定

総合管理計画に関する市民説明会、

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ等の開催

平成29年度 平成31年度以降

市民説明会、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ等

の開催

・継続的な取組の実行

・適切な計画の見直し

・第2次アクションプラン
の策定

平成30年度

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、検討委員会等の開催

個別施設の方針検討

（個別施設計画）

平成27～28年度

1年あたりの更新費用 32.3億円

現在の投資的経費の水準 20.5億円

大規模改修積み残し(築31年以上50年未満の施設）
建替え積み残し（築61年以上の施設）
１年あたりの更新費⽤

大規模改修
建替え
１年あたりの投資的経費⽔準

※整備計画がある

多目的体育館を含む

図表 公共建築物の費用と延床面積の目標達成イメージ
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